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第２部　現下の政策課題への対応

１ ■ 子供を産み育てやすい環境作り

• 2065年には、日本の人口は8,808万人
• １年間に生まれる子供の数は現在の半分程度の56万人
• 高齢率38％
• 2040年に50歳時の未婚割合が男性で29％、女性で19％と見込まれる

▼50歳時の未婚割合の推移� （全体版p161）	 図表1-1-2	 50歳時の未婚割合の推移
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資料：国立社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集』、『日本の世帯数の将来推計(全国推計)』(2018(平成30)年推計)
（注） 50歳時の未婚割合は、50歳時点で一度も結婚をしたことのない人の割合であり、45歳～49歳の未婚率と50歳～

54歳の未婚率の平均。2020年までの実績値は「人口統計資料集」（2015年及び2020年は、配偶関係不詳補完値）、
2020年以降の推計値は『日本の世帯数の将来推計(全国推計)』(2018(平成30)年推計)による。

	 図表1-1-3	 共働き等世帯数の年次推移
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資料：‌1980～2001年は総務省統計局「労働力調査特別調査」、2002年以降は総務省統計局「労働力調査（詳細集計）（年平均）」
（注） 1. ‌「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、2017年までは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力

人口及び完全失業者）の世帯。2018年以降は、就業状態の分類区分の変更に伴い、夫が非農林業雇用者で、妻が
非就業者（非労働力人口及び失業者）の世帯。

2. ‌「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
3. ‌2010年及び2011年の[　]内の実数は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。
4. ‌「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月などが相違することから、時系
列比較には注意を要する。

161令和4年版　厚生労働白書

第2部　現下の政策課題への対応

第

1
章

子
ど
も
を
産
み
育
て
や
す
い
環
境
づ
く
り



15

白書対策講座 ▪ 第2編　令和４年版 厚生労働白書

▼共働き等世帯数の年次推移� （全体版p161）

	 図表1-1-2	 50歳時の未婚割合の推移
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資料：国立社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集』、『日本の世帯数の将来推計(全国推計)』(2018(平成30)年推計)
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54歳の未婚率の平均。2020年までの実績値は「人口統計資料集」（2015年及び2020年は、配偶関係不詳補完値）、
2020年以降の推計値は『日本の世帯数の将来推計(全国推計)』(2018(平成30)年推計)による。
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人口及び完全失業者）の世帯。2018年以降は、就業状態の分類区分の変更に伴い、夫が非農林業雇用者で、妻が
非就業者（非労働力人口及び失業者）の世帯。

2. ‌「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
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【用語の確認】
用語 意味

子育て関連三法

①子ども・子育て支援法
②就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律
③子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正
する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

基本認識：保護者が子育てについての第１義的責任を有する

子ども・子育て支援
「量的拡充」

・消費税の引き上げ等による財源0.7兆円と0.3兆円の追加
の高級財源の内、0.4兆円程度の所要額

・認定こども園・幼稚園・保育園など受け入れ枠の拡充

子ども・子育て支援
「質の向上」

・消費税の引き上げ等による財源0.7兆円と0.3兆円の追加
の高級財源の内、0.3 ～ 0.6兆円超程度の所要額

・幼稚園・保育園などの職員配置の改善や、放課後児童ク
ラブの充実などサービス内容の向上（次頁図参照）

・保育士の２％の処遇改善等の実施

こどもまんなか社会

常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取
組・政策を我が国社会の真ん中に据えて（「こどもまんなか
社会」）、こどもの視点で、こどもを取り巻くあらゆる環境
を視野に入れ、こどもの権利を保障し、こどもを誰一人取
り残さず、健やかな成長を社会全体で後押しする取り組み
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用語 意味

小１の壁 保育園に預けていたときにはできていた仕事と子育ての両
立が、子どもが小学校に通い始めると難しくなること

こども家庭センター 様々な状況にある子育て世帯の負担軽減等を目的とした、
包括的な相談支援を行う

オレンジリボン運動 児童虐待防止の啓発運動

フォスタリング事業

里親養育包括支援：里親制度の普及促進による新規里親の
開拓、里親と児童とのマッチング、委託児童に係る自立支
援計画策定、委託後の相談支援等及び養子縁組に関する相
談・支援を行う

ヤングケアラー

本来大人が担うべき家事や家族の世話などを日常的に行っ
ている子供。年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や
負担を負うことで、生活や学業に支障が出るケースがある
とされる

子供の未来応援国民
運動

子どもの貧困対策が国を挙げて推進するための官公民連携
の共同プロジェクト

くるみんプラス 子育てサポートに加えて、不妊治療と仕事の両立に取り組
む優良な企業への新認定システム

健やか親子21

「健やか親子21（第２次）」の課題
基盤課題Ａ　切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策
基盤課題Ｂ　学童期・思春期から成人期に向けた保健対策
基盤課題Ｃ　子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり
重点課題①　育てにくさを感じる親に寄り添う支援
重点課題②　妊娠期からの児童虐待防止対策

▼子ども・子育て支援の「量的拡充」と「質の向上」項目� （全体版p163）

	 図表1-2-1	 子ども・子育て支援の新制度について

Ⅰ　基本的な考え方（ポイント）
■子ども・子育て関連3法の趣旨　①子ども・子育て支援法、②認定こども園法の一部改正法、③関係整備法　（平成24年8月10日に成立）
○3党合意（※）を踏まえ、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進
※「社会保障・税一体改革に関する確認書（社会保障部分）」（平成24年6月15日自由民主党・公明党・民主党　社会保障・税一体改革（社会保障部分）に関する実務者間会合）

■基本的な方向性
○認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育等への給付（「地域型保育給付」）の創設
○認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等）
・幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督の一本化、学校及び児童福祉施設としての法的位置づけ
○地域の子ども・子育て支援の充実（利用者支援、地域子育て支援拠点など）

■幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援に共通の仕組み
○基礎自治体（市町村）が実施主体
・市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業を実施
・国・都道府県は実施主体の市町村を重層的に支える
○社会全体による費用負担
・消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の確保を前提
（幼児教育・保育・子育て支援の質・量の拡充を図るためには、消費税率の引き上げにより確保する0.7兆円程度を含めて1兆円超程度の財源が必要）
○政府の推進体制
・制度ごとにバラバラな政府の推進体制を整備（子ども・子育て本部の設置など内閣府を中心とした一元的体制を整備）
○子ども・子育て会議の設置
・有識者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、子育て当事者、子育て支援当事者等が、子育て支援の政策プロセス等に参画・関与（子ども・子育て会議）
・市町村等の合議制機関の設置努力義務

Ⅲ　認可制度の改善
○大都市部の保育需要の増大に機動的に対応できる仕組みを導入
・社会福祉法人及び学校法人以外の者に対しては、客観的な認可基準への適合に加えて、経済的基礎、社会的信望、社会福祉事業の知識経験に関する要件を満
たすことを求める
・その上で、欠格事由に該当する場合や供給過剰による需給調整が必要な場合を除き、認可するものとする

○小規模保育等の地域型保育についても、同様の枠組みとした上で、市町村認可事業とする

Ⅱ　給付・事業
○子ども・子育て支援給付
・施設型給付　＝認定こども園、幼稚園、保育所
・地域型保育給付＝小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育　等
・児童手当

○地域子ども・子育て支援事業
・利用者支援、地域子育て支援拠点、一時預かり等
・延長保育、病児・病後児保育事業
・放課後児童クラブ・妊婦健診　　　　　　等

出典：内閣府資料

	 図表1-2-2	 子ども・子育て支援の「量的拡充」と「質の向上」項目

○消費税の引き上げにより確保する0.7兆円の範囲で実施する事項と0.3兆円超の追加の恒久財源が確保された
場合に1兆円超の範囲で実施する事項。

所要額
量的拡充 質の向上※

0.4兆円程度 0.3兆円程度～ 0.6兆円超程度

主な内容

●認定こども園、幼稚園、保育所、
地域型保育の量的拡充
（待機児童解消加速化プランの推進等）

◎3歳児の職員配置を改善（20：1→15：1）
△1歳児の職員配置を改善（6：1→5：1）
△4・5歳児の職員配置を改善（30：1→25：1）
○私立幼稚園・保育所等・認定こども園の職員
給与の改善（3％～ 5％）

◎小規模保育の体制強化
◎減価償却費、賃借料等への対応　　　など

●地域子ども・子育て支援事業の量的拡充
（地域子育て支援拠点、一時預かり、
放課後児童クラブ等）

○放課後児童クラブの充実
○一時預かり事業の充実
○利用者支援事業の推進　　　　など

●社会的養護の量的拡充 ◎児童養護施設等の職員配置基準の改善
○児童養護施設等での家庭的な養育環境の推進
○民間児童養護施設の職員給与等の改善　　など

量的拡充・質の向上　合計　0.7兆円程度～ 1兆円超程度

※「質の向上」の事項のうち、◎は0.7兆円の範囲ですべて実施する事項。○は一部を実施する事項、△はその他の事項
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• 20歳代や30歳代の若い世代が理想の子ども数を持たない理由：子育てや
教育にお金がかかりすぎるから

• 2021（令和３）年４月１日時点の待機児童数は5,634人（6,800人減少）
• 保育士の処遇改善2013（平成25）年度から2022（令和４）年までの10年

間で合計17％（月額５万３千円）の改善を実現
• 放課後児童クラブ数：全国２万6,925か所　登録児童数134万8,275人　利

用できなかった児童（待機児童）数１万3,416人
• 2020（令和２）年度の児童虐待に関する相談件数：20万5,044件
• 子育てを行っている母親のうち、６割が「子供を預かってくれる人はいな

い」と回答
• 児童虐待による死亡事故：０歳児49.1％（うち月齢０ヶ月39.3％）
• 子どもの貧困率2019年国民生活基礎調査によると13.5％（2016年より0.4

ポイント改善）
• 母子世帯の推移世帯数は、2016年で123.2万世帯／父子世帯の推移世帯数

は、18.7万世帯
• 2016年（平成28）には、母子家庭の母は81.8％が就業している（うち、正

規職員・従業員44.2％／パートアルバイト等が43.8％）（父子家庭の場合
は正規職員・従業員68.2％／自営業18.2％）

２ ■ 働き方改革の推進などを通じた労働環境の整備

【用語の確認】
用語 意味

キャリアアップ助
成金

正社員を希望する人を正社員転換や非正規雇用を選択する人
の待遇改善を推進するための助成金

トライアル雇用助
成金

職業経験、技能、知識の不足等の理由で安定的な就職が困難
な求職者を公共職業安定所等の紹介を通して試行雇用する事
業主への助成金

業務改善助成金

事業場内で最も低い次官級の労働者の賃金を一定額以上引上
げ、生産性向上に資する設備投資を行った中小企業・小規模
事業者に対し、その設備投資などに要した費用の一部を補助
する助成金

「ホワイト物流」
推進運動

トラック、バス、タクシーの自動車運転者の長時間労働の抑
制取り組み

ハロートレーニン
グ～急がば学べ～

離職者を対象とした公的職業訓練
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用語 意味

ものづくりマイス
ター

若年技能者人材育成支援等事業の指導者の名称
ものづくりにおいて優れた技能経験がある実技指導者

テックマイスター IT技術を活用した生産性向上等に関する知識・技術を持つ
技能者

ITマイスター 情報技術関連の優れた技能を持つ技能者

キャリアマップ 職業能力評価基準を基にキャリア形成の過程をモデル化した
一覧表

雇用対策協定 雇用対策を国と地方自治体が連携して行うための協定。2021
年３月末現在213自治体が締結

エイジフレンドリ
ー補助金

高年齢労働者が安全に働くための職場環境の整備等に要する
費用を補助する補助金

既存不適合機械等
更新支援補助金事
業

建設業における、墜落転倒災害等を防止するため、フルハー
ネス型の墜落制止用器具と、つり上げ荷重３ｔ未満の移動式
クレーン等について新しい規格への各機械等の更新を促進す
るための補助金事業

▼キャリアマップ　～ビルメンテナンス業～� （全体版p207）

ス業などの業種別に作成している。
また、2019（令和元）年度から事務系職種の職業能力評価基準を活用した「ポータブ

ルスキル見える化ツール（職業能力診断ツール）」を開発してきたところ、2021（令和3）
年度に同ツールを「job tag（職業情報提供サイト（日本版O-NET））＊20」に搭載するとと
もに、職業能力評価基準の活用に係る映像教材を作成し、厚生労働省ホームページに掲載
した。

	 図表2-2-4	 キャリアマップ　～ビルメンテナンス業～

○職業能力評価基準で設定しているレベル１～４を
　もとに、ビルメンテナンス業の代表的な職種に
　おける能力開発の標準的な道筋を示したもの

○①キャリアの道筋と②各レベルの習熟の各レベル
　の習熟の目安となる標準年数が一目でわかるよう
　になっている

○従業員に対してキャリア形成の道筋を示すことに
　よって、将来のキャリアに関する目的意識を高
め、その実現に向けた具体的な行動を促す

○上司と部下との間のキャリア形成についてコミュ
　ニケーションを活性化することで、効率的な技
術・技能の習得を実現

レベル４

レベル３
（５年）

レベル２
（３年）

レベル１
（３年）

レベル
（目安年数）

現場系 本社系
業務管理清掃管理

設備管理
保安管理

初級作業員

中級作業員

上級作業員 班長

初級作業員

中級作業員

上級作業員 班長 課長

部長

シニア
スタッフ

スタッフ

＊20	「job	tag（職業情報提供サイト（日本版O-NET））」については、https://shigoto.mhlw.go.jp/を参照。

第2部　現下の政策課題への対応

207令和4年版　厚生労働白書

第

2
章

働
き
方
改
革
の
推
進
な
ど
を
通
じ
た
労
働
環
境
の
整
備
な
ど



19

白書対策講座 ▪ 第2編　令和４年版 厚生労働白書

▼職業能力評価シート　～ビルメンテナンス業～� （全体版p208）
図表2-2-5	

○職業能力評価基準に記載されている項目を簡素化し、
　使いやすいチェックシートの形式に変換したもの

○「評価シート（本体）」では、各レベルにて求められ
る基準の全体像を把握し、習熟度をチェック、「サブ
ツール」は、具体的に求められる知識や能力基準を
掲載

○「自分の（部下の）能力レベルはどの程度なのか」
　「次のレベルにいくには何が不足しているのか」を
　具体的に把握

○定期的にチェックすることで習熟度を把握すること
　が可能

（目的）判定に迷った際に
　　　 参照する詳細基準

「評価シート（本体）」 「サブツール」
（目的）職業能力を判定するための基準

（3）技能検定制度の整備
＊21

＊21	

2

• 非正規雇用労働者は全体として増加傾向。雇用者の約４割を占める（高齢
者の継続雇用と女性を中心としたパートタイマーの増加による）

• 2021年時点で、正規雇用を希望するが非正規雇用で働く人の割合10.7％。
特に25 ～ 34歳の若年層で15.6％

• 有期労働契約で、働く人は1,402万人
• 病気の治療をおこないながら仕事をしてる労働人口は約３人に１人
• 2022年度の受講者枠：公共職業訓練15.9万人、求職者支援訓練約5.2万人
• 技能検定は2022年４月１日現在で130職種について実施され、2020年に

は全国で72万人が受験申請、うち30万人が合格。技能士の累計は延べ約
764万人

• 2020年度、時間外労働に対する割増賃金が支払われないとして労基法37
条違反の是正を指導したもののうち、１企業当たり合計100万円以上の割
増賃金が支払われた企業は1,062社、対象労働者は６万5,395人、支払われ
た合計額は約70億円

• 労働基準監督機関が行った監督指導の結果、重大又は悪質な法違反が認め
られ、送検された件数は887件

• 企業倒産等に伴い、賃金が支払われないまま退職を余儀なくされた労働者
に対して政府が未払い賃金の一部を立て替え払いする「未払い賃金立替払
事業」により、2020年には、1,791企業の23,684人に対して約84億円の立
替払いを行った

• 2020年度の労災保険給付の新規受給者数は65万3,355人（前年度より5.0
％減少）。業務災害57万4,318人、通勤災害７万9,037人

• 2020年度の過労死等の労災補償状況は、
① 脳・心臓疾患の請求件数784件（前年度より152件減少）、支給決定件数
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194件（22件減少）
② 精神障害の請求件数2,051件（前年度より９件減少）、支給決定件数608

件（99件増加）

▼過労死等の労災補償状況� （全体版p218）	 図表2-4-1	 過労死等の労災補償状況（2016（平成28）～2020（令和2）年度）

2016
（平成28）年度

2017
（平成29）年度

2018
（平成30）年度

2019
（令和元）年度

2020
（令和2）年度

脳・心臓疾患
請求件数 825（91） 840（120） 877（118） 936（121） 784（105）
支給決定件数 260（12） 253（17） 238（9） 216（10） 194（14）

精神障害
請求件数 1,586（627） 1,732（689） 1,820（788） 2,060（952） 2,051（999）
支給決定件数 498（168） 506（160） 465（163） 509（179） 608（256）

資料：厚生労働省労働基準局調べ。
（注） １. 	脳・心臓疾患とは、業務により脳・心臓疾患（負傷に起因するものを除く。）を発症した事案（死亡を含む。）をいう。

２. 	精神障害とは、業務により精神障害を発病した事案（自殺を含む。）をいう。
３. 	請求件数は当該年度に請求されたものの合計であるが、支給決定件数は当該年度に「業務上」と認定した件数で
あり、当該年度以前に請求されたものも含む。

４.（　）内は女性の件数で内数である。

（4）特別加入制度の対象拡大
労災保険は、労働基準法上の労働者以外の者については対象外とされている。このう

ち、業務の実態、災害の発生状況等からみて労働者に準じて労災保険により保護するにふ
さわしい者について、特に労災保険の加入を認める、特別加入制度が存在する。
2021（令和3）年6月閣議決定の成長戦略実行計画において「フリーランスのセーフ

ティーネットについて検討する」とされたこと等を踏まえ、2021年9月1日に、
・原動機付自転車若しくは自転車を使用して行う貨物の運送の事業
・情報処理システム（ネットワークシステム、データベースシステム及びエンベデッドシ
ステムを含む。）の設計、開発（プロジェクト管理を含む。）、管理、監査、セキュリ
ティ管理若しくは情報処理システムに係る業務の一体的な企画又はソフトウェア若しく
はウェブページの設計、開発（プロジェクト管理を含む。）、管理、監査、セキュリティ
管理、デザイン若しくはソフトウェア若しくはウェブページに係る業務の一体的な企画
その他の情報処理に係る作業
2022（令和4）年4月1日に、

・「あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律」に基づくあん摩マツ
サージ指圧師、はり師又はきゆう師が行う事業

について新たに特別加入制度の対象となっている。

（5）石綿による健康被害の補償・救済
石綿を取り扱う作業に従事したことにより中皮腫や肺がんなどを発症した労働者などや

その遺族は、労災保険給付を受けることができる。また、2006（平成18）年2月には、
「石綿による健康被害の救済に関する法律」が成立し、同年3月には、時効によって労災
保険法に基づく遺族補償給付を受ける権利が消滅した者に対し「特別遺族給付金」が支給
されるなどの措置が講じられた。
なお、特別遺族給付金については、2011（平成23）年8月の「石綿による健康被害の

救済に関する法律の一部を改正する法律」により、請求期限が2022（令和4）年3月27
日まで延長されるとともに、支給対象が2016（平成28）年3月26日までに死亡した労
働者などの遺族であって時効によって遺族補償給付を受ける権利が消滅した者へ拡大され
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• 2021年度の労働災害について、死亡者数867人（前年比65人増）、休業４
日以上の死傷者数149,918人（前年比18,762人増）

• 休業４日以上の労働災害のうち、約４分の１が転倒災害となっている
• 第三次産業の労働災害…小売業、介護施設での転倒、腰痛が増加
• 陸上貨物運送事業の労働災害…休業４日以上の労働災害の７割が荷役作業

時に発生
• 建設業の労働災害…墜落・転倒災害が最も多く、死亡災害の約４割を占め

る
• 製造業の労働災害…機械災害が最も多く、死亡災害や後遺障害が残る重篤

な災害も多い
• 林業の労働災害…チェーンソーによる伐採等作業に関する死亡者数が全体

の６割
• 中小企業退職金共済制度の2022年３月末現在、加入労働者約576万人、

2021年度の退職金支給件数は約32.8万件、退職金支給総額は約4,254億円
• 勤労者財産形成促進制度において、2022年３月末現在、

①財形貯蓄制度…契約件数約670万件、貯金残高は約15兆円
②財形融資制度…貸付件数約６万件、貸付残高約4,516億円

• 2021年６月現在、
①労働組合員数1,007万８千人（前年比３万８千人減少）
② パートタイマー労働者の労働組合員数は136万３千人（前年比１万２千人

減少）


